














































































































































































































日本 10.6 69.3 66.9
アメリカ 43.0 81.2 91.3
イギリス 35.7 80.1 92.6
ドイツ 29.9 82.2 88.1
フランス 38.7 82.5 98.8
スウェーデン 31.2 86.0 107.5





























































































にな までに退職する全国転勤が る時間外労働が多い、又は深夜業がある家庭責任を多く負っていため ある仕事に就けられない 仕事がハードで女性には無理である女性が希望しない上司・同僚・部下となる男性や、顧客が女性管理職を希望しないその他
2011年
5,000人以上 66.1 39.7 27.5 7.9 2.1 3.7 0.0 11.6 1.1 15.9
1,000～4,999人 67.8 43.7 24.9 11.2 6.3 4.6 1.2 17.5 0.8 12.7
300～999人 71.1 33.4 23.1 9.6 7.5 8.5 6.1 21.3 1.7 11.0
100～299人 69.1 24.1 22.8 4.8 10.1 8.3 7.2 18.8 1.4 17.8
30～99人 47.4 20.0 18.1 1.2 4.6 13.1 8.5 16.4 1.4 26.7
2011年 企業規模計 54.2 22.2 19.6 2.7 6.0 11.6 7.9 17.3 1.4 23.5
2009年 企業規模計 60.7 25.3 21.9 2.3 10.1 11.8 9.2 19.9 2.1 14.8
2006年 企業規模計 46.9 27.9 30.9 2.1 7.8 12.3 5.9 17.5 2.2 19.9









































部長級 4.9 81.4 96.1 96.2 97.5 97.5
課長級 7.9 86.6 85.1 86.6 99.4 100.0






規模計（100人以上），1,000人以上，500 ～ 999人，100 ～ 499人の4つ
に分類し，年齢階級については，30歳から59歳までを5歳刻みで6つの階
級に分けている。このそれぞれに対して，課長職に占める女性比率，総実労
働時間数の男女間格差，きまって支給する現金給与額の男女間格差を求めて
いる。男女間格差については，男性の値を100とした時の女性の値として計
算した。
　課長職の女性比率を示した図3（a）によると，30 ～ 34歳では15％近い
値になっているが，35 ～ 39歳で一度6％近くまで落ち込んで，その後の
40～ 59歳において8％あたりを推移することが分かる。企業規模が大きく
なるにつれて，女性比率が低下していく傾向が見られることも興味深い。
　図3（b）は，総実労働時間数で見た課長職における男女間格差を示してい
る。30～ 34歳では男性を5％程度下回る労働時間になっているのに対して，
35 ～ 39歳においては10％近く男性を上回る労働時間となっている点は驚
きである。30代前半の労働時間の差を取り戻すような働き方をしているの
であろうか。40代以降になると，男女間の格差はほとんど見られなくなる。
企業規模が大きくなるにつれて，労働時間が長くなる傾向があることも指摘
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できる。
　図3（c）は，きまって支給する現金給与額で見た課長職における男女間格
差を示している。企業規模計と企業規模100 ～ 499人においては，年齢階
級を通じて90あたりの値を推移していることが確認できる。企業規模1,000
人以上では，35 ～ 39歳における落ち込みを除けば，企業規模計を上回る
水準で推移している。企業規模500 ～ 999人では，30代前半では大きな落
ち込みがあるものの，30代後半において大きく飛び上がり，男性を上回る
水準となっていることが分かる。その後の年齢においても比較的高めに推
移している。この企業規模においてグラフの動きが激しい理由はよく分か
らない。
図3　企業規模別・年齢階級別に見た課長職の男女間格差（2012年）
　（ａ）女性比率
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（ｂ）総実労働時間数
（ｃ）きまって支給する現金給与額
　　出所）厚生労働省『賃金構造基本調査』
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7．考察と今後の展望
　データの検証から明らかになったのは以下の点である。まず女性の登用に
ついてモデルとなるべき存在として注目されることの多い欧米諸国において
も，賃金や勤続年数の男女間格差は確実に存在していることである。このこ
とからは “管理職においては，他の職位と異なり一定の職場への「はりつき」
が不可欠なため（出産・育児期には一時的に職場を離れその後復職），その
分の勤続年数が短くなっている（それが賃金の差として表れている）”，“管
理職には就きながらも，男性とは業務量や内容が異なるために処遇の面でも
差が生まれている” といったあらゆる可能性をうかがい知ることが出来るだ
ろう。男女間の格差が存在しているにも関わらず，格差が小さいとイメージ
されることが多いのはどのような理由によるものであろうか。もしそれを推
測するヒントがあるとすれば，それは管理職比率の高さ（管理職としての前
例の多さ），すなわち十分なロールモデルの蓄積に見出すことが出来るかも
しれない。
　次に日本企業における女性管理職の多くは，男性と同等の労働時間で就業
しているということである。このことは先述したように，女性がコア人材と
して働くためには，労働時間や勤続年数の面で男性並に働く選択肢しかない
という認識を生むことにつながり，働く女性のロールモデルは「男性並みに
働く女性のロールモデル」として認知されてしまう現状を示すものと言えよ
う。例えば，労働時間や勤続年数は男性より少なく，その分賃金も低く抑え
るといった処遇面でのコントロールによってロールモデルの拡大可能性を図
ることは出来ないだろうか。また，上級管理職において勤続年数が短いにも
かかわらず給与面で男性と遜色がないのは，この職位に達する女性が有能で
あることとあわせて，男性並みに働くロールモデルの認識を越え，上位の職
に就くための能力的なハードルが女性の方が高い可能性をうかがい知ること
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が出来る。
　今日認識されている働く女性のロールモデルに則れば，企業にとっては，
離職する可能性や家庭的な条件から男性と同じ職務を命じにくい女性をコア
人材として活用しないことの方が合理的な側面があったり，また女性にとっ
ても男性と同等の処遇を受けるためには，体力的にも家庭的なフォローの面
でもハンディを抱えながら男性と同じかそれ以上の努力を払わなければなら
ないことから，働かない方が合理的と考えるようになったりすることは，さ
ほど不自然なこととは言えないだろう。
　川口 （2008） は女性差別の非合理的側面については実証分析で支持される
もののそれが強い支持ではないことを明らかにした上で，ジェンダー経済
格差が大きくなる背景に，低水準のWLB政策があることを示唆している。
WLBは共稼ぎ家庭に有利な政策であるが，日本においては「企業における
女性差別的雇用＝家庭における性別分業＝WLBを妨げる社会経済制度6」の
均衡状態にあるという。続けて伝統的な日本企業における雇用慣行がこの均
衡状態の基盤となっていることに言及し，従来のシステムが家事育児から解
放された労働者というステレオタイプを前提とした仕組みであることを述べ
ている。
　専業主婦として生活することや夫の扶養に入ることのメリットが大きな社
会において，女性が働くことのインセンティブは高まることはなくWLB施
策の充実化は図られにくい。川口 （2008） が上記の内容とあわせて論じるよ
うに，今後は女性の学歴向上や少子高齢化といった社会経済環境の変化に後
押しされて女性活用戦略を採用する企業の期待利益は高まりつつあり，共働
き家庭の増加とともにWLB施策への支持が高まる可能性はあるだろう。し
かしながら，女性が働くことの価値を見出そうとするとき，男性並みに働く
いわゆる猛烈なキャリアウーマンとして仕事に臨むか，パートタイマーやア
ルバイトといった限定された業務を選ぶのか，それとも他の選択肢を探るの
か。現在示されている働き方の選択肢，本稿でその重要性を強調するロール
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モデルはあまりにも少ないのではないだろうか。
　WLB施策は女性を対象とするだけのものではなく，妻のフォローを得な
ければこなすことの出来ないような過酷な業務に携わる男性も対象とするも
のである。今日のように働き方のパターンが限られる社会においては，女
性が働くということに対してゼロサム的な選択を迫られることになってしま
う。長時間労働や過酷な労働ストレスという形で男性に対してしわ寄せが
されているという現状を打開するためにも，また財政状況の悪化を食い止め
るためや社会保障問題改善の必要性といった社会全体のひずみを軽減するた
めにも，従来のステレオタイプ的な労働者像ではないロールモデルの提示が
重要であると考えられる。経営活動を通した社会問題への取り組み，言い換
えれば企業の社会性獲得の不可避性をその根本概念とする企業の社会的責任
（CSR）の観点からも，多様な働き方の実現とそのためのロールモデルを蓄
積するための手続きは重要なのではないだろうか。
注
1 　ワークライフバランス施策の実施と生産性・企業業績の関係については加藤・
榁田 （2011）に詳しい。
2 　川口 （2008），p. 51.
3 　大内 （1999），p. 120.
4 　小規模組織においては一般的に労働時間が長いことが知られており，仕事の
ハードさや女性のライフイベントとの非整合性が管理職登用を阻むことを示す本
稿の分析結果も，それを反映するものと言える。しかしながら，個別の事例研究
ではあるものの大内・奥井 （2009） は小規模組織ゆえの経営者や上級管理者との
距離の近さが従業員へのきめ細やかな目配りを可能にし，働き方の「フレキシビ
リティ」を高め女性の管理職就任を促進する可能性があることを示唆している。
このような見解をふまえるならば，経営者・上級管理職との距離が「近いからこ
そ」女性の管理職登用に「慎重に」なっている可能性について，完全には排除で
きないだろう。「将来管理職に就く可能性のある女性はいるが，現在，管理職に
就くための在職年数等を満たしている者はいない」と「勤続年数が短く，管理職
になるまでに退職する」という質問項目に対する回答が小規模企業になるほど低
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い数値になっていることや，中小企業の人事考査については特に個別性が非常に
強いことからも，女性の管理職登用を阻む理由については詳細な検討を要すると
思われるが，本稿では考察の対象外とする。
5 　「多様な形態による正社員」に関する研究会 （2012），佐藤 （2012）．
6 　川口 （2008），p. 252.
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